
協議会運営 

人材育成・普及啓発 施設等運営支援 

訪問看護 認知症ケア 在宅歯科 在宅訪問薬局 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期及び在宅医療等 

回復期病床への機能転換施設整備事業（H28事業費：0千円、H29予算額：497,378千円） 

回復期リハビリテーション機能強化事業 
H28事業費：21,606千円、H29予算額：22,100千円 

脳卒中等急性期拠点病院設備整備事業 
（H28事業費：500,756千円、H29予算額：322,000千円） 

脳卒中地域連携クリティカルパス推進事業 
（H28事業費：0千円、H29予算額：1,200千円） 

がん診療施設 施設・設備整備事業 
（H28事業費：811,237千円、H29予算額：469,738千円） 

２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

医師の地域偏在是正 

もう一度臨床へ支援事
業 
H28事業費：2,518千円 
H29予算額：4,397千円 

女性医師支援事業 
H28事業費：4,696千円 
H29予算額：4,934千円 

女性医療従事者支援 

看護職員等確保 

産科医等確保支援事業 
H28事業費：109,185千円 
H29予算額：127,152千円 

診療科の偏在対策 

産科医等育成支援事業 
H28事業費：1,800千円 
H29予算額：3,600千円 

医科歯科病診連携推進
事業（がん連携） 
H28事業費：1,085千円 
H29予算額：1,086千円 

新生児医療担当医確保
事業 
H28事業費：6,645千円 
H29予算額：7,380千円 

糖尿病医療の均てん化 
・ネットワーク支援事業 
H28事業費：8,522千円 
H29予算額：13,005千円 

神経難病診療体制構築
事業 
H28事業費：26,000千円 
H29予算額：26,000千円 

災害医療研修強化事業 
H28事業費：465千円 
H29予算額：2,792千円 

病院内保育所運営事業 
H28事業費：580,577千円 
H29予算額：133,998千円 

医療従事者勤務環境改善 
施設・設備整備事業 
H28事業費：33,564千円 
H29予算額：27,054千円 

総合診療専門医育成支援
設備整備事業 
H28事業費：2,532千円 
H29予算額：3,000千円 

小児救急医療拠点病院
運営事業 
H28事業費：50,000千円 
H29予算額：50,000千円 

小児救急電話相談事業 
H28事業費：26,768千円 
H29予算額：19,070千円 

病院群遠隔病理診断体制構築
環境整備事業 
H28事業費：30,240千円 
H29予算額：－ 

勤務環境改善 

平成２８、２９年度地域医療介護総合確保基金（医療分）事業 
※事業区分は平成29年度要望時点、平成29年度予算額は事業費ベース 

医科歯科連携訪問歯科診療用機器整備事業 
（H28事業費：14,653千円、H29予算額：－） 

ロコモ予防等普及啓
発 事業 
H28事業費：3,086千円 
H29予算額：－ 

歯科衛生士リカバリー 
研修事業 
H28事業費：3,746千円 
H29予算額：－ 

：H28年度で終了又は休止した事業 

医科歯科連携 

医師修学資金貸与事業 
H28事業費：76,543千円 
H29予算額：91,250千円 

地域医療支援センター
事業（運営） 
H28事業費：44,922千円 
H29予算額：46,962千円 

寄附講座開設事業 
H28事業費：180,000千円 
H29予算額：180,000千円 

地域医療研修連絡調整
部会 
H28事業費：314千円 
H29予算額：314千円 

臨床研修医確保対策事
業 
H28事業費：9,706千円 
H29予算額：10,691千円 

医師確保・Ｄｒバンク広報
事業 
H28事業費：4,088千円 
H29予算額：4,924千円 

熊本県医療対策協議会
運営 
H28事業費：1,080千円 
H29予算額：4,222千円 

がん緩和ケア提供体制
整備事業 
H28事業費：22,072千円 
H29予算額：23,000千円 

医科歯科病診連携推進
事業（回復期） 
H28事業費：2,407千円 
H29予算額：2,026千円 

新人看護職員研修事業 
H28事業費：30,594千円 
H29予算額：10,994千円 

在宅看護に係る認定看
護師等養成支援事業 
H28事業費：17,065千円 
H29予算額：29,660千円 

医療依存度の高い患者への在
宅に向けた看護能力育成事業 
H28事業費：1,905千円 
H29予算額：3,000千円 

圏域における看護職員
継続教育推進事業 
H28事業費：169千円 
H29予算額：556千円 

看護教員等養成・研修
事業 
H28事業費：2,449千円 
H29予算額：3,712千円 

看護師養成所等運営費補助 
事業 
H28事業費：1,341,055千円 
H29予算額：1,522,851千円 

看護学生の県内定着 
促進事業 
H28事業費：1,063千円 
H29予算額：3,744千円 

看護師等修学資金貸与
事業 
H28事業費：54,400千円 
H29予算額：58,236千円 

潜在看護職員等再就業
支援研修事業 
H28事業費：9,980千円 
H29予算額：9,990千円 

ナースセンター事業 
H28事業費：25,925千円 
H29予算額：26,410千円 

高校生の一日看護体験・看護
学生体験事業 
H28事業費：1,460千円 
H29予算額：1,450千円 

医療従事者宿舎施設 
整備事業 
H28事業費：64,794千円 
H29予算額：58,905千円 

魅力ある職場づくり支援
事業 
H28事業費：3,237千円 
H29予算額：3,021千円 

がん相談機能向上事業 
H28事業費：24,708千円 
H29予算額：24,011千円 

移植医療を担当する専門職の
確保・維持・育成事業 
H28事業費：6,000千円 
H29予算額：6,000千円 

臓器移植コーディネーター
人材育成基盤整備事業 
H28事業費：5,044千円 
H29予算額：4,975千円 

資料３・別紙 

           地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業（H28事業費：322,198千円、H29予算額：334,591千円） 

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

在宅医療連携推進事業（H28事業費：2,039千円、H29予算額：4,972千円） 

重度障がい者居宅生活
支援事業 
H28事業費：  6,248千円 
H29予算額：15,044千円 

熊本県小児在宅医療支
援センター運営事業 
H28事業費：40,803千円 
H29予算額：36,327千円 

多様な住まいの場に
おける看取り支援事業 
H28事業費：3,767千円 
H29予算額：4,161千円 

自立支援型ケアマネジ
メント多職種人材育成
事業【H29年度新規】 
H28事業費：－ 
H29予算額：5,977千円 

かかりつけ医の在宅
医療機能強化事業 
H28事業費：1,791千円 
H29予算額：1,664千円 

訪問看護ステーション
等経営強化支援事業 
H28事業費：19,680千円 
H29予算額：20,843千円 

小児訪問看護ステーショ
ン機能強化事業 
H28事業費：4,970千円 
H29予算額：4,584千円 

認知症医療等における
循環型の仕組みづくりと
連携体制構築事業 
H28事業費：33,094千円 
H29予算額：48,408千円 

運転適性相談における
認知症等早期発見対応
推進事業 
H28事業費：5,772千円 
H29予算額：6,540千円 

在宅歯科医療連携室
整備事業 
H28事業費：2,781千円 
H29予算額：2,456千円 

在宅歯科診療器材整
備事業 
H28事業費：12,399千円 
H29予算額：11,938千円 

在宅訪問薬局支援体制
強化事業 
H28事業費：25,639千円 
H29予算額：27,370千円 

医療従事者離職防止 
支援事業 
H28事業費：36千円 
H29予算額：4,928千円 

医療勤務環境改善支援
センター事業 
H28事業費：12,590千円 
H29予算額：12,514千円 



余白 



（単位：千円）

うち基金 目標 実績 目標 実績

医療政策課
地域医療等情報ネットワーク
基盤整備事業

-
県内の医療機関、訪問看護ステーション、薬局及び介護
関係施設等における地域医療等情報ネットワークの構築
に対する助成

県医師会
県看護協会

322,198 322,198
ネットワークの構築を推進した
二次医療圏域数

11圏域
11圏域
(H28年度末)

ネットワーク構築済施設数
117施設(H27年度末)
→365施設(H28年度末)

191施設
(H28年度末)

医療政策課
回復期病床への機能転換施
設整備事業

-
回復期病床への転換を行う医療機関の施設整備に対する
助成

医療機関 0 0
回復期病床へ機能を転換した病
床数

74床
0床
(H29年度へ繰
越)

回復期機能に係る2015年度病
床機能報告の報告病床数と
2025年の病床数の必要量との
差の充足

4,671床(2015年)
→7,048床(2025年)

未観察
（H29年度へ
繰越のため）

医療政策課
脳卒中等急性期拠点病院設
備整備事業

脳卒中、急性心筋梗塞に係る急性期拠点病院の医療機器
整備に対する助成

急性期
拠点病院

500,756 226,178
機器を整備した急性期拠点病院
数

3病院 3病院

回復期機能に係る2015年度病
床機能報告の報告病床数と
2025年の病床数の必要量との
差の充足

4,671床(2015年)
→7,048床(2025年)

5,078床
(2016年)

医療政策課
脳卒中地域連携クリティカル
パス推進事業

脳卒中地域連携クリティカルパスを活用した連携体制を
整備するために要する経費(H28年度まで事業区分２で実
施)

県
（県医師会）

0 0
地域連携クリティカルパス新規
導入圏域数

1圏域 0圏域
地域連携クリティカルパスに参
加する医療機関数

13医療機関(H27)
→21医療機関(H32)

未観察
（事業未実施）

医療政策課
回復期リハビリテーション機
器整備事業

回復期リハビリテーションを担う医療機関の機器整備に
対する助成

医療機関 21,107 7,032 機器を整備した医療機関数 8医療機関 10医療機関

回復期機能に係る2015年度病
床機能報告の報告病床数と
2025年の病床数の必要量との
差の充足

4,671床(2015年)
→7,048床(2025年)

5,078床
(2016年)

医療政策課
回復期リハビリテーション機
能強化事業

回復期リハビリテーションを担う医療従事者のスキルアップ
研修に要する経費（H28年度まで事業区分4で実施）

県 499 499 研修会開催数 ２回 ２回

①回復期リハビリテーション病棟
入院患者の在宅復帰率の向上
②回復期を担う以下の医療従事
者の増加
・理学療法士
・作業療法士
・言語聴覚士

①増加
②増加

①64.2%→
64.2%
②
・理学療法士
379人→389人
・作業療法士
243人→253人
・言語聴覚士
95人→97人
※いずれも
H27,28病床機
能報告間の比
較

健康づくり推進課
がん診療施設 施設・設備整
備事業

-
がんの診断、治療を行う病院の施設及び整備の整備に対
する助成

医療機関 811,237 51,292
①施設を整備した医療機関数
②設備を整備した医療機関数

①1医療機関
②5医療機関

①1医療機関
②3医療機関

回復期機能に係る2015年度病
床機能報告の報告病床数と
2025年の病床数の必要量との
差の充足

4,671床(2015年)
→7,048床(2025年)

5,078床
(2016年)

医療政策課
医科歯科連携訪問歯科診療
用機器整備事業【H28年度終
了】

-
県内郡市歯科医師会の訪問歯科診療用器材整備に対する
助成

県歯科医師会 14,653 14,653
訪問歯科診療用器機が整備さ
れた地域歯科医師会数

15歯科医師会
15歯科医師会
（H28年度末）

回復期機能に係る2015年度病
床機能報告の報告病床数と
2025年の病床数の必要量との
差の充足

4,671床(2015年)
→7,048床(2025年)

5,078床
(2016年)

1,670,450 621,852

認知症対策・
地域ケア推進課

在宅医療連携推進事業 -
在宅医療を推進するための対応策検討や連携の在り方等
を検討するための協議会開催経費

県 2,039 2,039

①熊本県在宅医療連携体制検
討協議会開催数
②在宅医療連携体制検討地域
会議開催数

①１回
②各区域２回

①１回
②各区域１～
４回

在宅医療拠点を整備した圏域
数

11圏域(全県域)
11圏域
（H28年度末)

障がい者
支援課

重度障がい者居宅生活支援
事業

-
在宅で重度障がい児（者）の介護を行っている家族のレ
スパイトケアを図るため、居宅サービスや医療的ケアを
行う事業所の設置運営に対する助成

社会福祉法人
等

6,248 4,553

①医療型短期入所事業所新規
設置数
②医療的ケアを実施する障が
い児者の通所事業新規設置数

①３か所
②延べ６か所
(H27～29年度
累計)

①３か所
②延べ６か所

在宅で重度障がい児者の介護
を行っている家族のレスパイ
トケアの充実を図る

①医療的ケアを実施する事業所
利用者数【障がい者】
②医療的ケアを実施する事業所
利用者数【障がい児】

①755人
(H29.3月)
②239人
(H29.3月)

医療政策課
熊本県小児在宅医療支援セ
ンター運営事業

- 熊本県小児在宅医療支援センターの運営に対する助成
熊本大学
医学部附属
病院

40,803 40,803

①小児在宅医療支援センターの
設置・運営
②相談窓口の開設、ホームペー
ジ運営

①：開設・運営
②：開設・運営

①開設・運営
②開設・運営

医療ケアの必要な子どもの在宅
療養移行数

H28年度に調査し、翌年度以降の
基礎とする。

1件
(H28年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

多様な住まいの場における
看取り支援事業

-
在宅看取りに関する実態調査、検討会の開催、看取り手
引書作成等に要する経費

県
（県看護協
会）

3,767 3,767

①看取りに関する検討会開催
数
②介護施設職員対象の看取り
に関する研修会開催数
③看取りに関する手引書の作
成

①4回
②4回
③作成

①3回
②5回
③作成

訪問看護ステーションターミ
ナルケア加算算定数

37件(H26年分)→増加

60件
(H27年分)
H28年分は
H29.8月末に
把握

認知症対策・
地域ケア推進課

在宅医療普及啓発・機能強
化事業(H29事業名：かかりつ
け医の在宅医療機能強化事
業)

-
在宅医療の拡充や質の向上を図るために開催する医療関
係者向けの研修会や講演会、住民向けの懇談会に要する
経費に対する助成。

県医師会 1,791 1,791
かかりつけ医の在宅医療機能
強化研修会開催数

2回 2回 在宅療養支援診療所数
221診療所(H27)
→増加

254診療所
(H29.4.1)

１：地域医
療構想の
達成に向
けた医療
機関の施
設又は設
備の整備

事業費
　　　実施指標（アウトプット指標）

事業区分１　小計

概要 実施団体
　　　H29事業名
※H29国への要望時に事業名
を変更した事業のみ記載

回復期リハビリテー
ション機能強化事業

２：居宅等
における
医療の提
供

脳卒中等地域連携推
進事業

平成２８年度地域医療介護総合確保基金（医療分）事業　目標達成状況一覧

H28年度
事業区分 担当課 基金事業名 成果指標（アウトカム指標）



（単位：千円）

うち基金 目標 実績 目標 実績
事業費

　　　実施指標（アウトプット指標）概要 実施団体
　　　H29事業名
※H29国への要望時に事業名
を変更した事業のみ記載

H28年度
事業区分 担当課 基金事業名 成果指標（アウトカム指標）

認知症対策・
地域ケア推進課

ロコモ予防等普及啓発事業
【H28年度終了】

-
健康寿命の延伸に向けて、ロコモティブシンドローム予
防について県、医師会、大学病院が一体となった普及啓
発に要する経費

熊本県
（民間団体）

3,086 3,086

①県民向け広報の実施（ロコモ
予防の普及啓発に協力できる医療機
関「ロコモ予防応援団」の登録）
②各広域リハの活動でのロコモ予防
の取組みの支援

①１００施設
②ロコモ予防
に関するポス
ター・リーフ
レット配布

①１１９施設
②医療機関、
行政、広域リ
ハに配布

ロコモの認知度
38,4%(平成26年度)
→55%(平成29年度)

57.3%
(H28年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

訪問看護ステーション等経営
強化支援事業

-
訪問看護師の人材育成、訪問看護ステーションの業務に
関する相談対応やアドバイザー派遣による経営管理、看
護技術面の支援に対する助成

県看護協会
九州看護大学

19,680 16,480
居宅介護サービス利用者に占
める訪問看護利用者の割合

9.25％
(8.5％(H27))

9.5％
(H28.10月)

訪問看護ステーションターミ
ナルケア加算算定数

37件(H26年分)→増加

60件
(H27年分)
H28年分は
H29.8月末に
把握

医療政策課
小児訪問看護ステーション機
能強化事業

-
小児を対象とする訪問看護ステーションの相談窓口、技
術的支援、研修開催に要する経費

県
(NPO法人
NEXTEP)

4,970 4,970
①相談件数
②研修開催数

①120件
②：4回、2回シ
リーズを各1回

①52件
②4回シリーズ
1回

小児訪問看護に取組む訪問看
護ステーション数

27か所(H27年度)
→30か所(H28年度)

59か所
(H28年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

「熊本モデル」認知症疾患医
療機能強化事業

高い専門性を有する認知症医療職を養成し、今後の認知
症高齢者の増加に対応できる体制を整えるため、認知症
専門医の養成コースの設置・運営等に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

24,976 24,976 養成コース受講者数 5名 2名

基幹型及び地域拠点型各認知
症疾患医療センターへの認知
症専門医配置数（非常勤を含
む）

各1名以上
計4名
(H28年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

市町村認知症早期発見・対
応支援事業

市町村が実施する認知症初期集中支援推進事業の支援及
び若年性認知症患者の中期以降の入退院支援等に要する
経費

県
(熊本県地域
拠点型認知症
疾患医療セン
ター)

3,194 3,194
認知症疾患医療センターによ
る認知症初期集中支援チーム
の設置支援

7圏域 7圏域
認知症初期集中支援チームの
設置が完了した市町村数

45市町村
(H29年度末)

22市町村
(H28年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

認知症多職種連携パスモデ
ル事業

歯科医師、薬剤師を含む多職種による認知症連携パスの
運用を検証するためのモデル事業に対する助成

事業者 1,580 1,580
認知症連携パスを活用したモ
デル事業の実施

実施 実施

歯科医師、薬剤師を含む情報
共有のための認知症連携パス
の開発及び多職種連携手法に
関するマニュアル作成

マニュアル作成
マニュアル作
成に向けた運
用の実証

認知症対策・
地域ケア推進課

循環型認知症医療体制検討
事業

認知症の方に適時適切なサービスを提供するため、「認
知症サポート医」を活用し、循環型医療体制の整備を目
指した取組みに対する助成

県精神科協会 3,344 3,344
①認知症サポート医活動支援
②循環型認知症医療体制検討

①4か所以上
②2回程度

①4か所
②3回

認知症診療に取り組む医療機
関として公表している医療機
関数

269医療機関(H26)
→440医療機関(H29)

406医療機関
(H28年度末)

県警
運転適性相談における認知
症等早期発見対応推進事業

-
保健師等の専門知識を有する運転適性相談員の任用等に
要する経費

県 5,772 5,772
①70歳以上の免許更新者全員
にチラシ等を配布
②専門職スタッフの配置

①実施
②2人

①実施
②2人

①認知症等適性相談件数
②医療機関受診件数
③運転免許自主返納件数

①1,647件(H26年末)
　→2,000件(H28年末)
②3件(H26年末)→25件(H28年
末)
③1,995件(H26年末)
　→3,300件(H28年末)

①2,227件
(H28年末)
②68件
(H28年末)
③3,659件
(H28年末)

認知症対策・
地域ケア推進課

在宅歯科医療連携室整備事
業

-

在宅患者等からの口腔ケアに関する相談、訪問歯科治療
希望する患者と対応可能な訪問歯科診療所との調整、病
院から在宅へ移行する際の医療・介護における調整を行
う連携室の設置及び運営に対する助成

県歯科医師会 2,781 1,228 連携室の運営補助 実施 実施
在宅療養支援歯科診療所があ
る市町村数

22市町村(H26.10.1)
→28市町村(H28年度)

28市町村
(H28.10.1)

認知症対策・
地域ケア推進課

在宅歯科診療器材整備事業 -

在宅歯科医療を実施する医療機関に対して、在宅歯科医
療の実施に必要となる訪問歯科診療車や在宅歯科医療機
器、安心・安全な在宅歯科医療実施のための機器等の整
備に対する助成

歯科診療所等 12,399 6,192 機器を整備した医療機関数 20か所 20か所
在宅療養支援歯科診療所があ
る市町村数

22市町村(H26.10.1)
→28市町村(H28年度)

28市町村
(H28.10.1)

薬務衛生課
在宅訪問薬局支援体制強化
事業

-
地域単位で薬局・薬剤師による在宅医療を推進するた
め、支援センター等の設置・運営、研修等を実施する県
薬剤師会に対する助成

県薬剤師会 25,639 12,176

①在宅医療対策委員会開催数
②地区連絡回開催数
③在宅マニュアル作成
④医療材料等の調達、供給・
供給システム検討会開催数
⑤県民向け講座開催数
⑥専門職連携会議開催数
⑦薬剤師確保・養成研修会開
催数

①：6回
②：各4回
③：作成完了
④：3回
⑤：1回
⑥：各地区2
回
⑦：6回

①：14回
②：1回
③：作成
④：8回
⑤：0回
⑥：0回
⑦：6回

県内全薬局に占める薬剤訪問
指導を実施している薬局の割
合

16%(H26年度末)
→22%(H28年度末)

29.0%
(H28年度末)

162,069 135,951事業区分２　小計

認知症医療等におけ
る循環型の仕組みづ
くりと連携体制構築
事業

２：居宅等
における
医療の提
供



（単位：千円）

うち基金 目標 実績 目標 実績
事業費

　　　実施指標（アウトプット指標）概要 実施団体
　　　H29事業名
※H29国への要望時に事業名
を変更した事業のみ記載

H28年度
事業区分 担当課 基金事業名 成果指標（アウトカム指標）

医療政策課 医師修学資金貸与事業 -
将来、熊本県の地域医療に貢献する意思のある大学医学部
の学生に対する修学資金の貸与

県 76,543 76,543 貸与枠(13名/年)の利用率 100% 62%
卒後。県内のへき地等の医療機
関で勤務する医師数

13名/年
未観察
（在学中）

医療政策課
地域医療支援センター事業
（運営）

-
県内の医師不足の状況等を把握・分析、医師不足病院の支
援、医師のキャリア形成支援等を行う「熊本県地域医療支援
機構」の運営に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

44,922 44,922

①「熊本県地域医療支援機構」
の設置・運営
②診療支援した医療機関数
③医師修学資金貸与医師の
キャリア形成支援数

①設置・運営
②2病院
③8人

①設置・運営
②2病院
③8人

人口10万人対医師数における熊
本市外の平均値

182.3人(H26年末)
→190.0人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（医師確保・Drバンク広報事
業）

-
地域の自治体病院等で働く医師を確保するため、県外の
現役医師等を対象とした医療機関見学ツアー実施及びそ
の他冊子・ノベルティグッズ等作成に要する経費

県 4,088 4,088
地域の医療機関に就業した医師
数

1名 1名
人口10万人対医師数における熊
本市外の平均値

182.3人(H26年末)
→190.0人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（臨床研修医確保対策事業）

-
臨床研修医の指導を行う指導医を養成して臨床研修の体制
を充実させるとともに、臨床研修病院合同説明会等における
ＰＲ活動に要する経費

県 9,706 9,706

①臨床研修病院合同説明会参
加回数
②臨床研修指導医研修ワーク
ショップ開催数

①2回
②1回

①2回
②1回

初期臨床研修医の県内就業率
84.0%(H25年度)
→88.0%(H28年度)

76%
（H28年度末)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（地域医療研修連絡調整部
会）

-
専門的な診療能力に加え、幅広い視野と総合的な診療能力
を身に付けた医師を養成する研修システムの運営に要する
経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

314 314
本部会において調整した地域医
療研修プログラムによる後期研
修医数

1名 0名
新専門医制度による総合診療専
門医を取得した医師数

3名
未観察
（H32年度把
握）

医療政策課 寄付講座開設事業 -
○専門医療実践学寄附講座開設事業
○地域医療・総合診療実践学寄附講座開設事業

熊本大学医学
部附属病院

180,000 170,000
熊本大学医学部附属病院に寄
附講座を開設

開設 開設
人口10万人対医師数における熊
本市外の平均値

182.3人(H26年末)
→190.0人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課
熊本県医療対策協議会の運
営

-
地域における医療機関の連携体制等、総合的な医師確保対
策の推進について協議・検討する熊本県医療対策協議会の
運営経費

県 1,080 1,080 医療対策協議会開催数 2回 0回
人口10万人対医師数における熊
本市外の平均値

182.3人(H26年末)
→190.0人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（女性医師支援事業）

-
結婚・出産等のハードルを抱える女性医師への情報集積・発
信や学会等参加時の一時保育など、復職・就職継続に要す
る経費

県
（熊本市医師
会、熊本大学
医学部附属病
院）

4,696 4,696
①女性医師キャリア支援セン
ター運営会議開催数
②研修会開催数

①2回
②1回

①1回
②1回

県内医療機関に従事する医師
数に占める女性医師の割合

17.1%(H26年末)→20%(H28年末)
未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課 もう一度臨床へ支援事業 -
復職支援コーディネーターを配置し、復職支援に関する相談
体制の充実、医師のネットワーク構築、復職支援システムの
構築に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

2,518 2,518 本制度を通じて復職した医師数 3名 1名
県内医療機関に従事する医師
数に占める女性医師の割合

17.1%(H26年末)→20%(H28年末)
未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課
歯科衛生士リカバリー研修
事業【H28年度終了】

-
離職した歯科衛生士の復職支援のため、医科歯科連携や在
宅訪問歯科診療における知識や技術を習得するための研修
に要する経費

県
（県歯科医師
会）

3,746 3,746
復職支援のための歯科衛生士
向け研修開催数

5回 5回
研修受講後、復職した歯科衛生
士の数

0人(H26年度末)→240人(H28年度
末)

未観察
（調査中）

医療政策課 産科医等確保支援事業 -
分娩取扱医療機関が産科医等に分娩手当等を支給する経
費に対する助成

分娩医療機関 109,185 36,395
補助を実施した分娩取扱医療機
関数

24医療機関 24医療機関
人口10万人対医師数(産婦人
科・産科)

43.3人(H26年末)
→45人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課 産科医等育成支援事業 -
医療機関が産科を選択する医師に研修医手当等を支給する
経費に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

1,800 600
熊本大学医学部附属病院に補
助を実施

実施 実施
人口10万人対医師数(産婦人
科・産科)

43.3人(H26年末)
→45人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

医療政策課 新生児医療担当医確保事業 -
ＮＩＣＵ医療機関が新生児担当医手当等を支給する経費に対
する助成

NICU医療機
関

6,645 2,215 補助を実施したNICU医療機関数 2医療機関 2医療機関
人口10万人対医師数(産婦人
科・産科)

43.3人(H26年末)
→45人(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

健康づくり推進課
糖尿病医療の均てん化・ネッ
トワーク支援事業

-
糖尿病の発症、重症化、合併症予防のため、熊大病院が
行う適切な医療や療養指導を提供できる医療スタッフの
養成及び保健医療連携体制の整備に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

8,521 8,522

①熊本糖尿病療養指導士の養
成
②糖尿病専門医・療養指導士
資格の育成
③連携医スキルアップ研修会
の開催
④各圏域の「糖尿病フォーラ
ム」「ネットワーク研究会」
の開催

①～④：指標
未設定

①県内全域に
おいて各10回
の講義
②症例検討会
等の開催
④フォーラム
開催5圏域、
ネットワーク
研究会開催3
圏域

①熊本糖尿病療養指導士数
②糖尿病関連医数
③糖尿病専門医数
④DM熊本パスの運用数

①2,000人(H31年度末)
②166人(H27年度末)
　→251人(H31年度末)
③96人(H27年度末)
　→106人(H31年度末)
④H28～31年度計4,000冊

①275人
②125人
(H29.2月)
③94人(H29.2
月)

健康づくり推進課 神経難病診療体制構築事業 -

神経難病専門医・看護師・介護福祉士・理学療法士等へ
の教育、神経難病リハビリテーションコースの設定、イ
ンターネットシステムによる神経難病取扱い病院の連携
構築、市民への講習会等の開催等経費の助成

熊本大学
医学部附属
病院

26,000 26,000

①神経難病専門医療従事者研
修会の実施
②神経難病リハビリコースの
実施
③神経難病患者データベース
の構築
④神経難病講演会等の実施

①6回
②6回
③構築
④2回程度

①6回
②1回
③構築
④1回

熊本県認定神経難病医療従事
者の育成

15人程度
(H28年度末)

83人
(H28年度末)

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 実績 目標 実績
事業費

　　　実施指標（アウトプット指標）概要 実施団体
　　　H29事業名
※H29国への要望時に事業名
を変更した事業のみ記載

H28年度
事業区分 担当課 基金事業名 成果指標（アウトカム指標）

健康づくり推進課
がん緩和ケア提供体制整備
事業

-

がん緩和ケアを推進し、がん患者の在宅医療・介護の環
境整備を図るため、がん緩和ケアに関する専門医や臨床
心理士の育成、緩和ケアの普及啓発及び緩和ケア提供体
制の整備を行う費用に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

22,072 22,072

①緩和ケア専門医養成数
②臨床心理士養成数
③緩和ケア市民公開講座実施
回数
④緩和ケアドクターホットラ
インの実施

①2人
②1人
③1回
④実施

①1人
②1人
③0回
④実施

①緩和ケア専門医数
②緩和ケアに特化した臨床心
理指数

①1人(H27年度)→3人(H30年度)
②1人(H27年度)→2人(H30年度)

①1人
(H28年度末)
②1人
(H28年度末)

医療政策課 災害医療研修強化事業 -
県と災害医療救護に関する協定を締結した団体が、災害時
における実働可能な体制を整備するために実施する研修・訓
練に対する助成

県医師会
県歯科医師会
県看護協会
県柔道整復師
会

465 465
地域レベルでの研修・訓練の実
施

1回 1回
災害医療に関する知識のある
医療従事者数

188人(H27年度末)→308人(H28
年度末)

395人
(H28年度末)

健康づくり推進課
医科歯科病診連携推進事業
（がん連携）

-
がん診療における医科・歯科病診連携を推進するため、
歯科医師、歯科衛生士、医師等を対象とした研修会や県
民に対する啓発に要する経費

県 1,085 1,085

①がん診療連携拠点病院等研
修開催数
②歯科医師研修開催数
③歯科衛生士研修開催数
④医科歯科連携協議会

①2回
②2回
③2回
④開催

①2回
②2回
③2回
④開催

①医科歯科連携登録歯科医師
数
②医科歯科連携における教育
を受けた歯科衛生士数

①219人(H26.9月)→600人(H30
年度末)
②0人(H26.4月)→600人(H30年
度末)

①489人
(H28年度末)
②178人
(H28年度末)

医療政策課
医科歯科病診連携推進事業
（回復期）

-
回復期病院における医科・歯科連携を推進するため、連携協
議会の設置、歯科医師等を対象とした研修等に要する経費

県
（県歯科医師
会）

2,407 2,407

①回復期における医科歯科連携
に係る研修開催数
②新聞紙面上での回復期医科
歯科連携啓発

①4回
②実施

①4回
②実施

①連携を開始した歯科を標ぼう
していない回復期病院数
②本研修を受講し、回復期病院
との連携を行う歯科医師、歯科
衛生士数

①２病院(H26.9月)→１１病院
(H31.3)
②
・歯科医師　0人(H26.9月)→220人
(H31.3月)
・歯科衛生士　0人(H26.9月)→330
人(H31.3月)

①５病院
②
歯科医師215
人
歯科衛生士
415人

医療政策課 新人看護職員研修事業 -
新人看護職員研修を実施する病院等の研修責任者等を対
象とした研修に要する経費

県 30,594 5,363 補助医療機関数 56医療機関 5医療機関 看護職員の離職率 8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
未観察
(H29.10月判
明)

医療政策課
在宅看護に係る認定看護師
等養成支援事業

-
在宅医療に係る認定看護師等の資格取得に必要な入学金､
授業料､実習費及び教材費の一部に対する助成

医療機関 17,065 5,739 資格取得に係る研修受講者数 30人 13人
①認定看護師数
②認定看護管理者数

①238人(H27.10月)→317人(H29年
度)
②38人(H27.10月)→26人(H29年
度)

①252人
(H29.5月)
②26人(H29.5
月)

医療政策課
医療依存度の高い患者への
在宅に向けた看護能力育成
事業

-
急性期以外の病院及び在宅関連施設等で勤務する看護職
が、医療依存度の高い患者に対する看護実践能力を身につ
けるための体制整備に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

1,905 1,905
在宅医療関連機関の看護職員
を対象をした研修会開催数

10回 12回
医療依存度の高い患者を受け
入れる施設数

増加 未観察

医療政策課
圏域における看護職員継続
教育推進事業

-

圏域の看護職員における新任期から管理期までの質向上を
確保することにより、県内各地域で提供される看護サービス
を均てん化するとともに、地域医療構想推進の為各圏域の
地域包括ケアを支える看護職員の育成に要する経費

県 169 169

①看護職員継続教育推進検討
会議開催数
②県内10圏域における継続研修
の実施

①1回
②実施

①1回
②実施

看護職員の離職率 8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
未観察
(H29.10月判
明)

医療政策課 看護教員等養成・研修事業 -
看護師等学校養成所の専任教員研修会、実習施設の実習
指導者講習会の開催に要する経費

県
（県看護協会）

2,449 2,449
実習指導者研修会開催数及び
受講者数

1回(40日)、50
人

1回(40日)、50
人

「協同学習」を取り入れる看護師
等学校養成所

増加
未観察
(H29年夏以降
に把握)

医療政策課 看護学生県内定着促進事業 -
県内の看護師等学校養成所が行う看護学生の県内定着促
進に係る取組みに対する助成

看護師等
学校養成所

1,063 1,063 補助学校養成所数 20か所 7か所
県内看護師等養成所卒業者の
県内就業率

52.7%(H24年度)→58.0%(H29年度)
未観察
(H29年夏以降
に把握)

医療政策課
看護師養成所等運営費補助
事業

- 看護師等養成所運営に対する助成
看護師等養成
所

1,341,055 208,225 運営費補助養成所数 15課程 15課程
県内看護師等養成所卒業者の
県内就業率

52.7%(H24年度)→58.0%(H29年度)
未観察
(H29年夏以降
に把握)

医療政策課 看護師等修学資金貸与事業 -
保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する養成所の
在学者に対する修学資金の貸与

県 54,400 47,049
修学資金を貸与した養成所就学
者数

155人 154人
県内看護師等養成所卒業者の
県内就業率

52.7%(H24年度)→58.0%(H29年度)
未観察
(H29年夏以降
に把握)

医療政策課
潜在看護職員等再就業支援
研修事業

-
県内潜在看護職員の確保及び離職防止のために行う再就
業支援研修に要する経費

県
（県看護協会）

9,980 9,980
潜在看護職員再就業支援研修
受講者数（延数）

250人 303人 看護職員の県内再就業者数 352人(H23年度)→530人(H29年度)
384人
(H28年度)

医療政策課 ナースセンター事業 -
無料職業紹介、看護職員の需要調査及び離職調査、就労相
談を行うナースセンター運営に要する経費

県
（県看護協会）

25,925 25,925
県内全てのハローワーク(10か
所)に出張相談窓口を設置

10か所 10か所
①看護職員の離職率
②看護職員の県内再就業者数
③相談件数

①8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
②352人(H23年度)→530人(H29年
度)
③6,505件(H25年度)→7,861件
(H28年度)

①未観察
(H29.10月判
明)
②384人(H28
年度)
③7,861件
(H28年度)

医療政策課
高校生の一日看護体験・看
護学生体験事業

-
高校生を対象とした看護師等学校養成所及び医療機関にお
ける一日看護学生と看護の体験に要する経費

県
（県看護協会）

1,450 1,450 体験実施高校生数 1,000人 797人
県内看護師等養成所卒業者の
県内就業率

52.7%(H24年度)→58.0%(H29年度)
未観察
(H29年夏以降
に把握)

医療政策課
医療従事者宿舎施設整備事
業

-
医療従事者の確保及び定着を促進するための宿舎の個室
整備に対する助成

医療機関 64,794 21,598 補助医療機関数 1医療機関 1医療機関 看護職員の離職率 8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
未観察
(H29.10月判
明)

医療政策課 魅力ある職場づくり支援事業 -
医療従事者の定着に積極的に取り組む意思のある病院・診
療所等に対し、アドバイザーを派遣し、現状把握・分析や評
価・効果測定等の支援に要する経費

県
（県看護協会）

3,237 3,237 支援医療機関数 7医療機関 7医療機関 看護職員の離職率 8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
未観察
(H29.10月判
明)

４：医療従
事者の確
保
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医療政策課
医療勤務環境改善支援セン
ター事業

-
勤務環境改善に取り組む医療機関に対する支援に要する経
費

県 12,590 12,590

①PDCAサイクルに基づく勤務環
境改善の取組等に関する研修
会開催数
②周知説明回数

①1回
②10回

①1回
②2回

勤務環境改善の取組みを検討
する医療関係団体数

5団体
2団体
(H28年度末)

医療政策課 病院内保育所運営事業 - 病院内保育所の運営に必要な給与費に対する助成 医療機関 580,577 69,431 病院内保育所運営補助箇所数 28か所 26か所
①看護職員の離職率
②看護職員の県内再就業者数

①8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
②352人(H23年度)→530人(H29年
度)

①未観察
(H29.10月判
明)
②384人
(H28年度)

医療政策課
医療従事者勤務環境改善施
設・設備整備事業

-
医療従事者が働きやすい合理的な病棟づくりのため行う施
設整備及び医療従事者の業務省力化につながる設備整備
に対する助成

医療機関 33,564 10,809 補助医療機関数 6医療機関 6医療機関 看護職員の離職率 8.9%(H23年度)→7.9%(H29年度)
未観察
(H29.10月判
明)

医療政策課
総合診療専門医育成支援設
備整備事業

-
総合診療専門医育成のために熊本大学が基幹型臨床研修
病院等と行う症例カンファレンスの促進を支援するための設
備整備に対する助成

医療機関 2,532 1,688
症例カンファレンスシステムを整
備した医療機関数

3医療機関 3医療機関
新専門医制度による総合診療専
門医を取得した医師数

3人(H32年度)
未観察
（H32年度把
握）

医療政策課
医療従事者離職防止支援事
業

-
阿蘇地域の医療機関の管理者が、幹線道路の不通により通
勤困難となった同地域の医療従事者を宿泊施設等に宿泊さ
せる際に発生する費用に対する一部助成

医療機関 36 18
宿泊費用の補助を受けた医療従
事者数

150人 2人

阿蘇区域の人口10万人当たりの
医療従事者数
①医師数
②看護職員数

①140.7人(H26年末)
　→現状維持(H28年末)
②1254.9人(H26年末)
　→現状維持(H28年末)

未観察
(H28三師調査
未公表の為)

健康づくり推進課 がん相談機能向上事業 -

がん患者等の療養生活の向上を図るため、がん相談員の
研修の実施、拠点病院等のピアサポート体制の支援・充
実、がん相談支援センターの周知啓発、地域連携クリ
ティカルパスの円滑な運用、定着及び事務移行のための
サポート業務に要する経費

県 24,708 24,708

①がん専門相談員研修回数
②ピアサポートセミナー開催
数
③クリティカルパス導入に係
る医療従事者の育成・導入支
援を実施した医療機関数

①2回
②2回
③19病院

①1回
②2回
③0病院(育
成・導入支援研修
会2回開催）

がん相談・連携を担う医療従
事者数

44人(H27年度)→51人(H30年度)
51人
(H28年度末)

薬務衛生課
移植医療を担当する専門職
の確保、維持、育成事業

- ＨＬＡ検査登録施設の体制の整備に対する助成
熊本大学
医学部附属
病院

6,000 6,000 現任者によるＯＪＴ 通年 通年
HLA検査を行うことができる医
療従事者数

1名(H27年度末)→2名(H30年度
末)

1名
(H28年度末)

薬務衛生課
臓器移植コーディネーター人
材育成基盤整備事業

- 臓器移植コーディネーターの後継者の育成に要する経費 県 5,044 5,044

①県臓器移植コーディネー
ターの業務動向による研修
②移植関係研修会、学会等へ
の参加

①通年
②6回

①通年
（年15回)
②12回

県臓器移植コーディネーター
となり得る者１名の養成

養成 養成

健康づくり推進課
病院群遠隔病理診断体制構
築環境整備事業【H28年度休
止】

-
病理医が２名以下の病院に対する病理診断支援、病院群
で高い専門性を有する病理医の共有、病理医育成のため
の体制作りを図るための環境整備に対する助成

医療機関 30,240 10,170
バーチャルスライドシステム
導入施設数

1施設 1施設
バーチャルスライドシステム
の導入施設数

4施設(H26.9月)→12施設(H28年
度末)

9施設
(H28年度末）

医療政策課
小児救急医療拠点病院運営
事業

-
広域を対象として、入院加療が必要な小児救急患者（二次救
急医療）に対処する小児救急拠点病院に運営経費に対する
助成

熊本市医師会
天草郡市医師
会

50,000 50,000
小児救急医療拠点病院運営費
補助箇所数

2か所 2か所

①熊本地域医療センター　小児
科医5名
②天草地域医療センター　小児
科医2名

体制維持
体制維持
(H28年度末)

医療政策課 小児救急電話相談事業 -
夜間子どもが発病した場合の応急処置や保護者の不安解消
を目的とした、電話相談事業の運営に要する経費

県 26,768 26,768 小児救急電話相談窓口の維持 維持
維持
（相談件数
16,192件)

乳幼児死亡率 0.73%→全国平均以下(H22:0.63%)

0.47%
(H27年)
※H28年分は
H29.9に公表

2,831,938 968,752

4,664,457 1,726,555

1 1,670,450 621,852

2 162,069 135,951

4 2,831,938 968,752

合計

４：医療従
事者の確
保

区分ごとの内訳

事業区分４　小計



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

地域医療等情報ネットワーク
基盤整備事業

県内の医療機関、訪問看護ステーション、薬局及び介護
関係施設等における地域医療等情報ネットワークの構築
に対する助成

県医師会 334,591 334,591 ネットワーク構築施設数 536施設

ネットワーク構築必要施
設数に対する29年度末
時点での構築予定施設
数

727施設／2,482施設(29.3%)

回復期病床への機能転換施
設整備事業

回復期病床への転換を行う医療機関の施設整備に対する
助成

医療機関 497,378 248,689 対象医療機関数（予定） 4医療機関

29年度基金を活用して整
備を行う不足している病
床機能（回復期）の病床
数

128床

脳卒中等地域連携推進事業

①脳卒中、急性心筋梗塞に係る急性期拠点病院の医療機
器整備に対する助成
②脳卒中地域連携クリティカルパスを活用した連携体制
を整備するために要する経費

①県内医療機
関
②県（県医師
会）

323,200 162,200

①設備整備を実施する
急性期拠点病院数
②地域連携クリティカル
パス導入に関する関係
者研修会等の実施区域

①2病院
②3区域（各1
回）

29年度基金を活用して整
備を行う不足している病
床機能（回復期）の病床
数

128床

回復期リハビリテーション機
能強化事業

①回復期リハビリテーションを担う医療機関の機器整備
に対する助成
②回復期リハビリテーションを担う医療従事者のスキル
アップ研修に要する経費
※H28年度までの回復期リハビリテーション機器整備事
業と回復期リハビリテーション機能強化事業（研修）を
統合

①医療機関
②県（県言語
聴覚士会）

22,100 7,700
①機器を整備した医療機
関数
②研修会開催数

①2医療機関
②2回

29年度基金を活用して整
備を行う不足している病
床機能（回復期）の病床
数

128床

健康づくり
推進課

がん診療施設 施設・設備整
備事業

がんの診断、治療を行う病院の施設及び整備の整備に対
する助成

がん診断、治
療を行う病院

469,738 61,031
①施設整備数
②設備整備数

①2病院
②6病院

29年度基金を活用して整
備を行う不足している病
床機能（回復期）の病床
数

128床

1,647,007 814,211

認知症対策・
地域ケア推進課

在宅医療連携推進事業
在宅医療を推進するための対応策検討や医療・介護の連
携の在り方等を検討するための協議会開催経費

県 4,972 4,972

①熊本県在宅医療連携
体制検討協議会開催数
②在宅医療連携体制検
討地域会議開催数

①3回
②各区域2回
（熊本市区域
を除く）

①往診を行う医療機関
数及び実施件数
②訪問診療を行う医療
機関数及び実施件数

①往診
428医療機関(H26.10.1)、3,125
件(H26.9月実施分)→増加(医療
機関数：H29.10.1時点、実施件
数：H29.9月実施分)
②訪問診療
424医療機関(H26.10.1)、10,916
件(H26.9月実施分)→増加(医療
機関数：H29.10.1時点、実施件
数：H29.9月実施分)

障がい者
支援課

重度障がい者居宅生活支援
事業（医療型短期入所事業
所等設置支援事業）

在宅で重度障がい児（者）の介護を行っている家族のレ
スパイトケアを図るため、居宅サービスや医療的ケアを
行う事業所の設置運営に対する助成

医療法人等 15,044 11,294
①設備整備施設数
②ヘルパー派遣日数

①2施設
②計93日

①事業所利用者数
②医療型短期入所事業
所を利用した人数

H29年度に調査を実施し、目標値
を設定

医療政策課
熊本県小児在宅医療支援セ
ンター運営事業

熊本県小児在宅医療支援センターの運営に対する助成
熊本大学
医学部附属
病院

36,327 36,327

①相談件数
②派遣医師数
③小児在宅支援コーディ
ネーター数
④研修会開催数

①100件
②10人
③20人
④5回

NICUから在宅へ移行支
援を行った小児患者数

H29年度に調査を実施し、目標値
を設定

認知症対策・
地域ケア推進課

多様な住まいの場における
看取り支援事業

在宅看取りに関する実態調査、検討会の開催、看取り手
引書作成等に要する経費

県
（県看護協
会）

4,161 4,161

①看取りに関する検討
会開催数
②集合研修開催地域数
③施設研修開催施設数
④講演会開催数

①4回
②2地域
（県北・県
央、3職種に1
回ずつ）
③6施設
④1回

訪問看護ステーション
ターミナルケア加算算
定数

37件(H26年分)→増加

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名

平成２９年度地域医療介護総合確保基金（医療分）事業一覧

事業区分１　小計

１：地域医
療構想の
達成に向
けた医療
機関の施
設又は設
備の整備

実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

医療政策課

２：居宅等
における
医療の提
供



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

認知症対策・
地域ケア推進課

かかりつけ医の在宅医療機
能っ強化事業

在宅医療の拡充や質の向上を図るために開催する医療関
係者向けの研修会や講演会、住民向けの懇談会に要する
経費に対する助成。

県医師会 1,664 1,664

①かかりつけ医の在宅
医療機能強化研修会の
開催数
③在宅医療に係る講演
会の開催数
③救急医療対応研修会
の開催数

①2回
②1回
③1回

①往診を行う医療機関
数及び実施件数
②訪問診療を行う医療
機関数及び実施件数

①往診
428医療機関(H26.10.1)、3,125
件(H26.9月実施分)→増加(医療
機関数：H29.10.1時点、実施件
数：H29.9月実施分)
②訪問診療
424医療機関(H26.10.1)、10,916
件(H26.9月実施分)→増加(医療
機関数：H29.10.1時点、実施件
数：H29.9月実施分)

認知症対策・
地域ケア推進課

自立支援型ケアマネジメント
多職種人材育成事業

（１）介護事業所における自立支援人材育成事業
　◎介護事業所の管理者や多職種の職員等を対象に、
「自立支援型マネジメント」に関する人材育成策を実施
　◎介護事業所と医療機関を対象に、「自立支援」に関
する研修会を開催し、多職種のネットワークを構築する
ことにより、「自立支援」に向けて医療と介護サービス
を一体的に提供できる環境整備を促進する。
　◎自立支援を目標に質の高いサービスを提供している
事業所を自立支援優良介護事業所として認定する。
（２）介護事業所に勤務する看護師人材育成事業
　◎介護事業所勤務の看護職員を対象に、要介護者の要
介護度の重度化の予防・自立支援を行うためのケアマネ
ジメントに関する研修会を開催。
　◎地域医療構想の推進に向けて、介護事業所における
医療的ケアの向上を目指す。
（３）在宅歯科従事者研修事業
　◎在宅歯科診療に携わる歯科医師や歯科衛生士を対象
に、口腔ケアや摂食嚥下や多職種連携に関する研修会を
開催することにより、在宅歯科診療数の増加を目指す。

(1)県医師会,
県
(2)看護協会
(3)歯科医師
会

5,977 5,977

①医療機関や介護事業
所における自立支援人
材育成研修開催数
②介護事業所勤務の看
護職員人材育成研修開
催数
③在宅歯科診療従事者
研修開催数

①2回
②5回
③8回

①要介護認定率
②在宅歯科診療支援所
数

①要介護認定率20.5（Ｈ29.1)→低
下
②在宅歯科診療支援所数184ヶ所
（Ｈ28.10)→増加

認知症対策・
地域ケア推進課

訪問看護ステーション等経営
強化支援事業

訪問看護師の人材育成、訪問看護ステーションの業務に
関する相談対応やアドバイザー派遣による経営管理、看
護技術面の支援に対する助成

県看護協会
九州看護大学

20,843 20,843

①アドバイザー派遣件
数
②訪問看護ステーショ
ンの相談支援件数
③訪問看護等人材育成
研修開催数

①5件
②1,200件
③8回

居宅介護サービス利用
者に占める訪問看護利
用者の割合

8.9%(H27年度末)
→10%(H29年度末)

医療政策課
小児訪問看護ステーション機
能強化事業

小児を対象とする訪問看護ステーションの相談窓口、技
術的支援、研修開催に要する経費

県
（NPO法人
NEXTEP)

4,584 4,584

①相談件数
②研修会(訪問看護ス
テーション)開催数
③研修会(他職種連携)開
催数

①115件
②1回
③1回

小児訪問看護に取組む
訪問看護ステーション数

27か所(H27年度)
→66か所(H29年度末)

認知症対策・
地域ケア推進課

認知症医療等における循環
型の仕組みづくりと連携体制
構築事業

①高い専門性を有する認知症医療職を養成し、今後の認
知症高齢者の増加に対応できる体制を整えるため、認知
症専門医の養成コースの設置・運営等に対する助成
【H28事業名：「熊本モデル」認知症疾患医療機能強化
事業】
②市町村が実施する認知症初期集中支援推進事業の支援
及び若年性認知症患者の中期以降の入退院支援等に要す
る経費
【H28事業名：市町村認知症早期発見・対応支援事業】
③歯科医師、薬剤師を含む多職種による認知症連携パス
の運用を検証するためのモデル事業に対する助成
【H28事業名：認知症多職種連携パスモデル事業】
④認知症の方に適時適切なサービスを提供するため、
「認知症サポート医」を活用し、循環型医療体制の整備
を目指した取組みに対する助成
【H28事業名：循環型認知症医療体制検討事業】

①熊本大学医
学部附属病院
②県
(熊本県地域
拠点型認知症
疾患医療セン
ター)
③事業者
④県精神科協
会

48,408 48,408

①本養成コースにより認
定された認知症専門医
数
②支援事業を実施する
圏域数
③認知症連携パスの運
用検証
④認知症サポート医が実
施する研修や、医療介護
連携の活動等助成

①5人(H28～
29の2年間累
計)
②7圏域
③モデル地域
1か所、配布
1000部
④４か所以上

①基幹型及び地域拠点
型各認知症疾患医療セ
ンター(11か所)に認知症
専門医各1名以上配置体
制の維持
②認知症初期集中支援
チームが設置された市町
村数
③認知症地域連携パス
のICT化※
　※くまもとメディカルネッ
トワークとの連携
④認知症診療に取組む
医療機関として公表して
いる医療機関数

①維持(H30.4月)
②2市町村(H26年度末)
　→45市町村(H29年度末)
③ICT化(H29年度末)
④269医療機関(H26年度末)
　→440医療機関(H29年度末)

２：居宅等
における
医療の提
供



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

県警
運転適性相談における認知
症等早期発見対応推進事業

保健師等の専門知識を有する運転適性相談員の任用等に
要する経費

県 6,540 6,540
専門職が受ける適性相
談件数（年間）

1,500件

①専門職の受診勧奨に
より医療機関を受診し
た件数（年間）
②医療機関を受診し、
在宅医療へつながった
件数（年間）

①68件(H28年末)
→85件(H29年末)
②1件(H28年)
→5件(H29年)

在宅歯科医療連携室整備事
業

在宅患者等からの口腔ケアに関する相談、訪問歯科治療
希望する患者と対応可能な訪問歯科診療所との調整、病
院から在宅へ移行する際の医療・介護における調整を行
う連携室の設置及び運営に対する助成

県歯科医師会 2,456 1,228
①支援要請件数
②相談件数

①720件
②240件

在宅歯科医療希望者(希
望施設)と訪問歯科診療
が可能な歯科診療所と
のマッチング件数

120件(H27年度末)
→240件(H290年度末)

在宅歯科診療器材整備事業

在宅歯科医療を実施する医療機関に対して、在宅歯科医
療の実施に必要となる訪問歯科診療車や在宅歯科医療機
器、安心・安全な在宅歯科医療実施のための機器等の整
備に対する助成

歯科診療所等 11,938 5,969 機器整備医療機関数 16医療機関
在宅療養支援歯科診療
所が無い市町村数

12市町村(H29.4月)
→9市町村(H29年度末)

薬務衛生課
在宅訪問薬局支援体制強化
事業

　[在宅訪問薬剤師支援体制強化事業][在宅医療提供拠
点整備事業]
地域単位で薬局・薬剤師による在宅医療を推進するた
め、支援センター等の設置・運営、研修等を実施する県
薬剤師会に対する助成

県薬剤師会 27,370 13,685

①在宅医療対策委員会
開催数(地区連絡会開催
数)
②医療材料等の調達、
供給・管理システム運
営会議開催数
③県民向け講座開催数
④他職種連携会議
⑤薬剤師確保・養成研
修会開催数
⑥無菌調剤研修開催数

①6回(1回)
②5回
③1回
④各地区2回
⑤6回
⑥1回

県内における薬局に占
める薬剤訪問指導を実
施している薬局の割合

19.9%(H27年度末)
→30%(H29年度末)

190,284 165,652

医療政策課 医師修学資金貸与事業
将来、熊本県の地域医療に貢献する意思のある大学医学部
の学生に対する修学資金の貸与

県 91,250 91,250
①新規貸与者数
②継続貸与者数

①13人
②44人

県内のへき地等の医療
機関で勤務する医師修
学資金貸与医師数(H29
年度6年生)

7人(H33年度末)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（運営）

県内の医師不足の状況等を把握・分析、医師不足病院の支
援、医師のキャリア形成支援等を行う「熊本県地域医療支援
機構」の運営に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

46,962 46,962

①医師派遣・あっせん数
②キャリア形成プログラ
ムの作成数
③地域枠卒業医師数に
対するキャリア形成プロ
グラム参加医師数の割
合

①1病院
②3件
③18%

人口10万人対医師数に
おける熊本市外の平均
値

平成29年度に平成28年三師調査
や国の医師需給分科会の議論等
を踏まえ設定

医療政策課
地域医療支援センター事業
（医師確保・Drバンク広報事
業）

地域の自治体病院等で働く医師を確保するため、県外の
現役医師等を対象とした医療機関見学ツアー実施及びそ
の他冊子・ノベルティグッズ等作成に要する経費

県 4,924 4,924

①全国の医学生を対象と
した地域医療等に係るパ
ンフレットの作成数
②ドクターバンクホーム
ページ保守管理

①2,500部
②実施

ドクターバンクを活用し
て、医師が不足している
県内の公立医療機関（病
院・診療所）に就業した医
師数

1名(H29年度末)

医療政策課
地域医療支援センター事業
（臨床研修医確保対策事業）

臨床研修医の指導を行う指導医を養成して臨床研修の体制
を充実させるとともに、臨床研修病院合同説明会等における
ＰＲ活動に要する経費

県
県
（熊本大学医
学部附属病
院）

10,691 10,691

①臨床研修病院合同説
明会参加回数
②臨床研修指導医研修
ワークショップ開催数

①2回
②1回

①マッチング率
②初期臨床研修医の県
内就業率

①95.6%(H28年度末)
→95.6%(H29年度末)
②初期臨床研修医の県内就業率
84.4%(H28年度末)
→88.0%(H29年度末)

事業区分２　小計

認知症対策・
地域ケア推進課

２：居宅等
における
医療の提
供

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

医療政策課
地域医療支援センター事業
（地域医療研修連絡調整部
会）

専門的な診療能力に加え、幅広い視野と総合的な診療能力
を身に付けた医師を養成する研修システムの運営に要する
経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

314 314

①地域医療研修プログラ
ムによる研修を受けた後
期研修医数
②本部会のあり方を検討
した回数

①1名
②2回

総合診療医の資格を取
得した医師数

1名(H32年度末)

医療政策課 寄付講座開設事業
○専門医療実践学寄附講座開設事業
○地域医療・総合診療実践学寄附講座開設事業

熊本大学
医学部附属
病院

180,000 170,000

①【専門医療実践学寄附
講座】
　専門医が不足する地域
の中核的な医療機関へ
の専門医派遣数
②【地域医療・総合診療
実践学寄附講座】
　医師確保が困難な地域
の医療機関にて診療支
援を行う医師数

①常勤医師16
人、非常勤医
師16人
②非常勤医師
3人

人口10万人対医師数に
おける熊本市外の平均
値

平成29年度に平成28年三師調査
や国の医師需給分科会の議論等
を踏まえ設定

医療政策課
熊本県医療対策協議会の運
営

地域における医療機関の連携体制等、総合的な医師確保対
策の推進について協議・検討する熊本県医療対策協議会の
運営経費

県 4,222 4,222
熊本県医療対策協議会
開催数

2回
人口10万人対医師数に
おける熊本市外の平均
値

平成29年度に平成28年三師調査
や国の医師需給分科会の議論等
を踏まえ設定

医療政策課
地域医療支援センター事業
（女性医師支援事業）

結婚・出産等のハードルを抱える女性医師への情報集積・発
信や学会等参加時の一時保育など、復職・就職継続に要す
る経費

県
（熊本市医師
会、熊本大学
医学部附属病
院）

4,934 4,934

①女性医師キャリア支援
センター運営会議開催数
②無料一時保育実施件
数
③研修会開催数

①2回
②65件
③1回

医療機関に従事する女
性医師数

平成29年度に平成28年三師調査
や国の医師需給分科会の議論等
を踏まえ設定

医療政策課 もう一度臨床へ支援事業
復職支援コーディネーターを配置し、復職支援に関する相談
体制の充実、医師のネットワーク構築、復職支援システムの
構築に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

4,397 4,397

①相談件数
②女性医師ミーティング
開催数
③復職希望医師による
代診医登録件数

①60件
②2回
③6件

本制度を通じて復職した
医師数

6名(H29年度末)

医療政策課 産科医等確保支援事業
分娩取扱医療機関が産科医等に分娩手当等を支給する経
費に対する助成

分娩医療機関 127,152 42,384
①手当支給者数
※助産師含む
②手当支給施設数

①240人
②28施設

①手当支給施設の産科・
産婦人科医師数
②出生1,000人当たりの
分娩取扱医療機関勤務
産婦人科医師数

①221人(H27年度末)
→240人(H29年度末)
②平成29年度に平成28年三師調
査や国の医師需給分科会の議論
等を踏まえ設定

医療政策課 産科医等育成支援事業
医療機関が産科を選択する医師に研修医手当等を支給する
経費に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

3,600 1,200
①手当支給者数
②手当支給施設数

①6人
②1施設

①手当支給施設の産科
婦人科専門医師数
②出生1,000人当たりの
分娩取扱医療機関勤務
産婦人科医師数

①20人(H28年度末)
→26人(H29年度末)
②平成29年度に平成28年三師調
査や国の医師需給分科会の議論
等を踏まえ設定

医療政策課 新生児医療担当医確保事業
ＮＩＣＵ医療機関が新生児担当医手当等を支給する経費に対
する助成

NICU医療機
関

7,380 2,460
①手当支給者数
②手当支給施設数

①35人
②2施設

手当支給施設のNICU担
当医医師数

平成29年度に平成28年三師調査
や国の医師需給分科会の議論等
を踏まえ設定

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

健康づくり
推進課

糖尿病医療の均てん化・ネッ
トワーク支援事業

糖尿病の発症、重症化、合併症予防のため、熊大病院が
行う適切な医療や療養指導を提供できる医療スタッフの
養成及び保健医療連携体制の整備に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

13,005 13,005

①地域中核病院からか
かりつけ医療機関（糖
尿病連携医等）への訪
問等による助言指導
②糖尿病専門医養成
（症例検討会開催数）
③熊本糖尿病療養指導
士養成（講習会開催
数）
④ＤＭ熊友パスの活用
促進及び糖尿病予防啓
発（糖尿病ネットワー
ク研究会の開催圏域
数）

①10圏域×4
回
②4回
③講義9回＋
試験1回
④5圏域

①糖尿病連携医の数
②糖尿病専門医の数
③熊本糖尿病療養指導
士の数
④ＤＭ熊友パスの活用
数

①125人(H29.2月)
→H31年度251人(H31年度末）
②96人(H29.1月末)
→106人(H31年度末）
③（－人（H28年度はH29年3月中
旬頃判明予定）
→2,000人(H31年度末）
④2,818人(H22~H27年度計)
→4,000人(H28~H31年度計）

健康づくり
推進課

神経難病診療体制構築事業

神経難病専門医・看護師・介護福祉士・理学療法士等へ
の教育、神経難病リハビリテーションコースの設定、イ
ンターネットシステムによる神経難病取扱い病院の連携
構築、市民への講習会等の開催等経費の助成

熊本大学
医学部附属
病院

26,000 26,000

①神経難病専門医療従
事者研修会開催数
②神経難病リハビリ
コースの実施回数
③神経難病患者データ
ベースの構築医療機関
数
④神経難病講演会開催
数

①6回
②3回
③15医療機関
④2回

熊本県認定神経難病医
療従事者数

300人程度(H31年度末)
※75人程度／1年間

健康づくり
推進課

がん緩和ケア提供体制整備
事業

がん緩和ケアを推進し、がん患者の在宅医療・介護の環
境整備を図るため、がん緩和ケアに関する専門医や臨床
心理士の育成、緩和ケアの普及啓発及び緩和ケア提供体
制の整備を行う費用に対する助成

熊本大学
医学部附属
病院

23,000 23,000

①県内の緩和ケア研修
等における講師対応回
数
②緩和ケア市民公開講
座開催数
③緩和ケアドクター
ホットラインの相談件
数
④熊本緩和ケアカン
ファレンスの実施回数

①3回
②1回(150人)
③40件
④12回

①緩和ケア専門医の数
②緩和ケアに特化した
臨床心理士の数

①1人(H27年度)
　→3人(H30年度末)
②1人(H27年度末)
　→2人(H30年度末)

医療政策課 災害医療研修強化事業

熊本地震時の対応の検証を踏まえ、地域における（二次保
健医療圏域）における災害医療コーディネート機能（医療救
護班の調整等）の強化を目的とし、実働可能な医療関係者を
養成するため、災害医療研修・訓練の開催経費を助成する。

基幹災害拠点
病院

2,792 2,792
①研修・訓練開催数
②研修・訓練参加者数

①1回
②30人

地域災害医療コーディ
ネーター、業務調整員の
養成数
①地域災害医療コーディ
ネーター数
②業務調整員数

①0人（H28年度末）
　→30人（H31年度末）
②0人（H28年度末）
　→40人（H31年度末）

健康づくり
推進課

医科歯科病診連携推進事業
（がん連携）

がん診療における医科・歯科病診連携を推進するため、
歯科医師、歯科衛生士、医師等を対象とした研修会や県
民に対する啓発に要する経費

県
（県歯科医師
会）

1,086 1,086

①医科歯科連携協議会
開催数
②がん診療における医
科歯科連携に係る研修
開催数

①2回
②6回

①がん診療連携登録歯
科医数
②がん診療連携登録歯
科衛生士数

①477人(H28年度末)
　→600人(H30年度末)
②178人(H28年度末)
　→600人(H30年度末)

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

医療政策課
医科歯科病診連携推進事業
（回復期）

回復期病院における医科・歯科連携を推進するため、連携協
議会の設置、歯科医師等を対象とした研修等に要する経費

県
（県歯科医師
会）

2,026 2,026

①回復期病院・歯科医師
会合同研修開催数
②回復期病院における
口腔リハ歯科衛生士研
修

①2回
②2回

①歯科との連携を開始し
た歯科を標ぼうしていな
い回復期病院数
②研修を受講し、熊本県
歯科医師会が独自に認
定した回復期病院との連
携を行う歯科医師、歯科
衛生士数

①2病院（H26.9月）
　→11病院（H30年度末）
②
歯科医師　0人(H26.9月)
　　　　　　　→220人(H30年度末)
歯科衛生士　0人(H26.9月)
　　　　　　　→330人(H30年度末)

医療政策課 新人看護職員研修事業
新人看護職員研修を実施する病院等の研修責任者等を対
象とした研修に要する経費

県内医療機関
県
（県看護協会）

10,994 6,994
①受入研修実施病院数
②養成研修実施回数

①8病院
②24回

①看護職員の離職率
②研修責任者等の人数

①8.9％（H23年度末）
　→7.9％（H29年度末）
　　　※10.0％（H27年度末）
②730人（H28年度末）
　→840人（H29年度末）

医療政策課
在宅看護に係る認定看護師
等養成支援事業

在宅医療に係る認定看護師等の資格取得に必要な入学金､
授業料､実習費及び教材費の一部に対する助成

医療機関 29,660 14,830
①受講費補助件数
②代替職員補助件数

①12件（30人）
②6件（15人）

①在宅看護に係る認定
看護師等人数
②全分野に係る認定看
護師等人数

①193人（H27.10月）
　→253人（H29年度末）
　※227人（H29.2月末）
②130人（H24.6月）
　→343人（H29年度末）
　※323人（H29.2月末）

医療政策課
医療依存度の高い患者への
在宅に向けた看護能力育成
事業

急性期以外の病院及び在宅関連施設等で勤務する看護職
が、医療依存度の高い患者に対する看護実践能力を身につ
けるための体制整備に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

3,000 3,000

①研修会開催数
②臨床実習実施者数
③アドバイザーを派遣し
た医療施設等の数

①10回
②10人
③3施設

実施指標①～②を受講し
た看護職員数

0人（H26年度末）
→延450人（H29年度末）

医療政策課
圏域における看護職員継続
教育推進事業

圏域の看護職員における新任期から管理期までの質向上を
確保することにより、県内各地域で提供される看護サービス
を均てん化するとともに、地域医療構想推進の為各圏域の
地域包括ケアを支える看護職員の育成に要する経費

県 556 556
各保健所における研修
開催数

2回／１保健
所

①研修会受講者数
②熊本市区域を除く看護
職員の離職率

①延1,500人（Ｈ29年度末）
②8.9％（H23年度末)
→7.9％（H29年度末）
　※10.0％（H27年度末）

医療政策課 看護教員等養成・研修事業
看護師等学校養成所の専任教員研修会、実習施設の実習
指導者講習会の開催に要する経費

県
県
（県看護協会）

3,712 3,712

①看護教員継続教育研
修会開催数
②実習指導者講習会開
催数

①5回
②１回（40日）
開催（受講者
50名）

Ｂ／Ａ
Ａ：看護師養成所の1単
位以上の実習を受け入
れる実習施設数
Ｂ：実習指導者講習会受
講者が配置された実習
施設数

68.5％（Ｈ25年度末）
→100％（Ｈ29年度末）

医療政策課 看護学生県内定着促進事業
県内の看護師等学校養成所が行う看護学生の県内定着促
進に係る取組みに対する助成

看護師等
学校養成所

3,744 3,744 補助学校養成所数  20ヶ所
県内の看護師等学校養
成所卒業者の県内就業
率

52.7％（H23 年度末）
　→58.0％（H29 年度末）
　※56.0％（H27 年度末）

医療政策課
看護師養成所等運営費補助
事業

看護師等養成所運営に対する助成
看護師等養成
所

1,522,861 241,619
運営費を助成する養成
所数

11養成所
（16課程）

県内の看護師等学校養
成所卒業者の県内就業
率

52.7％（H23 年度末）
　→58.0％（H29 年度末）
　※56.0％（H27 年度末）

医療政策課 看護師等修学資金貸与事業
保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する養成所の
在学者に対する修学資金の貸与

県 58,236 54,783
学校養成所在学者への
修学資金貸与者数

150名
※うち県外の
学校養成所在
学者　30名

①貸与者の卒業後の県
内就業率
②県内の看護師等学校
養成所卒業者の県内就
業率

①全国平均（64.8％（H27年度））以
上（H30.4月）
②52.7％（H23年度末）
　→58.0％（H29年度末）
　※56.0％（H27年度末）

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

医療政策課
潜在看護職員等再就業支援
研修事業

県内潜在看護職員の確保及び離職防止のために行う再就
業支援研修に要する経費

県
（県看護協会）

9,990 9,990

①採血・注射演習会
②再就業支援看護技術
研修会
③フォローアップ研修会
※
※以前再就業研修を受
講したが、就業につなが
らなかった潜在看護職員
を対象

①24回（受講
者数述110人）
②10回（受講
者数述120人）
③1回（受講者
数20人）

看護職員の県内再就業
者数

352人（H23年度末）
　→530人（H29年度末）
　（うち、H29年度研修受講者50人）
※384人（H28年度末）

医療政策課 ナースセンター事業
無料職業紹介、看護職員の需要調査及び離職調査、就労相
談を行うナースセンター運営に要する経費

県
（県看護協会）

26,410 26,410

①出張相談窓口設置数
②労働局及びハロー
ワークとの連携会議の開
催
③現役看護学生向けの
説明会

①10か所（各
月１回以上の
開設）
②年2回
③県内全ての
学校、養成所
（21箇所）

①看護職員の再就業者
数
②県内の看護師等学校
養成所卒業者の県内定
着率
③看護職員の離職率

①352人（H23年度末）
　→530人（H29年度末）
　※384人（H28年度末）
②52.7％（H23年度末）
　→58.0％（H29年度末）
　※56.0％（H27年度末）
③8.9％（H23年度末）
　→7.9％（H29年度末）
　※10.0％（H27年度末）

医療政策課
高校生の一日看護体験・看
護学生体験事業

高校生を対象とした看護師等学校養成所及び医療機関にお
ける一日看護学生と看護の体験に要する経費

県
（県看護協会）

1,460 1,460 体験実施高校生数 1,000人
参加看護師等学校養成
所における入学定員充
足率

100％（H30.4月）
※100％（H28年度）

医療政策課
医療従事者宿舎施設整備事
業

医療従事者の確保及び定着を促進するための宿舎の個室
整備に対する助成

医療機関 58,905 19,635 補助医療機関 1医療機関

看護職員の離職率
※医療従事者の中でも
特に就業割合の高い看
護職員に関して指標を設
定

8.9％（H23 年度末）
　→7.9％（H29 年度末）
　※10.0％（H27 年度末）

医療政策課 魅力ある職場づくり支援事業
医療従事者の定着に積極的に取り組む意思のある病院・診
療所等に対し、アドバイザーを派遣し、現状把握・分析や評
価・効果測定等の支援に要する経費

県
（県看護協会）

3,021 3,021 支援医療機関数 7医療機関

①支援施設（7施設）の平
均離職率
②看護職員の離職率
※医療従事者の中でも
特に就業割合の高い看
護職員に関して目標を設
定

①16.7％（H26年度末）
　→12.2％（H29年度末）
　※12.9％（H27年度末）
②8.9％（H23年度末）
　→7.9％（H29年度末）
　※10.0％（H27年度末）

医療政策課
医療勤務環境改善支援セン
ター事業

勤務環境改善に取り組む医療機関に対する支援に要する経
費

県
（県医師会）

12,514 12,514
センターの支援により勤
務環境改善計画を策定
する医療機関数

5医療機関

看護職員の離職率
※医療従事者の中でも
特に就業割合の高い看
護職員に関して指標を設
定

8.9％（H23 年度末）
　→7.9％（H29 年度末）
　※10.0％（H27 年度末）

医療政策課 病院内保育所運営事業 病院内保育所の運営に必要な給与費に対する助成 医療機関 133,998 89,332
病院内保育所運営補助
医療機関数

26医療機関

①看護職員の離職率
②看護職員の県内再就
業者数
※医療従事者の中でも
特に就業割合の高い看
護職員に関して指標を設
定

①8.9％（H23年度末）
　→7.9％（H29年度末）
　※10.0％（H27年度末）
②352人（H23年度末）
　→530人（H29年度末）
　※384人（H28年度末）

医療政策課
医療従事者勤務環境改善施
設・設備整備事業

医療従事者が働きやすい合理的な病棟づくりのため行う施
設整備及び医療従事者の業務省力化につながる設備整備
に対する助成

医療機関 27,054 9,018 補助医療機関数 8医療機関 看護職員の離職率
8.9％（H23年度末）
　→7.9％（H29年度末）
　※10.0％（H27年度末）

医療政策課
総合診療専門医育成支援設
備整備事業

総合診療専門医育成のために熊本大学が基幹型臨床研修
病院等と行う症例カンファレンスの促進を支援するための設
備整備に対する助成

医療機関 3,000 2,000
遠隔テレビ会議システム
を導入した医療機関数

3医療機関

遠隔テレビ会議システム
を導入した医療機関にお
いて、新専門医制度によ
る総合診療専門医の資
格を取得した医師数

3人（H33年度末）

４：医療従
事者の確
保



（単位：千円）

うち基金 目標 目標

　　　成果指標（案）事業区分 担当課 基金事業名 実施団体概要

H29年度

当初予算額
（事業費）

　　　実施指標（案）

医療政策課
医療従事者離職防止支援事
業

阿蘇地域の医療機関の管理者が、幹線道路の不通により通
勤困難となった同地域の医療従事者を宿泊施設等に宿泊さ
せる際に発生する費用に対する一部助成

医療機関 4,928 2,464
宿泊費用の補助を受け
た医療従事者の数

150人
阿蘇区域の人口10万人
当たりの医療従事者数

・医師数140.7人（H26年末）
　　　　　　→現状維持（H30年末）
・看護職員数1,282.9人（H26年末）
　　　　　　　　→現状維持（H30年
末）

健康づくり
推進課

がん相談機能向上事業

がん患者等の療養生活の向上を図るため、がん相談員の
研修の実施、拠点病院等のピアサポート体制の支援・充
実、がん相談支援センターの周知啓発、地域連携クリ
ティカルパスの円滑な運用、定着及び事務移行のための
サポート業務に要する経費

県
（熊本大学医
学部附属病
院）

24,011 24,011

①がん専門相談員研修
会開催数
②ピアサポート養成セ
ミナー実施回数
③拠点病院や連携先の
病院等を対象とした、
がん地域連携パスの導
入研修会・説明会等の
開催数

①2回
②2回
③20回

がん専門相談員研修会
研修を２回以上修了し
た、がん相談・連携を
担う医療従事者数

44人(H27年度)
　→51人(H30年度)
　※拠点病院に勤務するがん相
談員の6割

薬務衛生課
移植医療を担当する専門職
の確保、維持、育成事業

ＨＬＡ検査登録施設の体制の整備に対する助成
熊本大学
医学部附属
病院

6,000 6,000
現任者によるOJT（HLA
検査）回数

年15回
HLA検査能力を有する臨
床検査技師数

1人(H28年度末)
　→2人(H30年度末)

薬務衛生課
臓器移植コーディネーター人
材育成基盤整備事業

臓器移植コーディネーターの後継者の育成に要する経費
県
（県移植医療
推進財団）

4,975 4,975

①県臓器移植コーディ
ネーターの業務（脳死
状態にある患者の家族
への説明）への同行回
数
②移植関係研修会、学
会等への参加

①年3回
②年6回

県臓器移植コーディ
ネーター数

1名(H28年度末)
　→1人(H29年度末)

医療政策課
小児救急医療拠点病院運営
事業

広域を対象として、入院加療が必要な小児救急患者（二次救
急医療）に対処する小児救急拠点病院に運営経費に対する
助成

小児救急医療
拠点病院

50,000 50,000
運営費を補助する小児
救急医療拠点病院数

2病院

以下の小児救急医療体
制の維持
・熊本地域医療センター
　小児科医数　33名、看
護師数　212名（H29年度
末）
　・天草地域医療セン
ター
小児科医数　30名、看護
師数　199名（H29年度
末）

維持

医療政策課 小児救急電話相談事業
夜間子どもが発病した場合の応急処置や保護者の不安解消
を目的とした、電話相談事業の運営に要する経費

県
（県医師会）

19,070 19,070
小児救急電話相談の相
談件数

18,000件
(H29年度)

急病で救急搬送された乳
幼児（生後28日以上７歳
未満）の軽症者の割合

76.2％(H27年末)
　→73.2％(H29年末)

2,571,834 1,060,785

4,409,125 2,040,648

1 1,647,007 814,211

2 190,284 165,652

4 2,571,834 1,060,785

合計

区分ごとの内訳

事業区分４　小計

４：医療従
事者の確
保


